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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期
第２四半期
連結累計期間

第14期
第２四半期
連結累計期間

第13期
第２四半期
連結会計期間

第14期
第２四半期
連結会計期間

第13期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 5,649,2124,960,8542,809,4612,492,30011,426,145

経常利益又は経常損失（△）（千円） △180,107△64,039△91,620 5,999 △286,015

四半期（当期）純利益又は四半期純

損失（△）（千円）
△238,033△102,039△131,628 18,404 54,919

純資産額（千円） － － 4,557,5584,529,6734,692,002

総資産額（千円） － － 6,801,3685,514,8366,038,610

１株当たり純資産額（円） － － 69,506.9072,496.5874,190.82

１株当たり四半期（当期）純利益金

額又は１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

△3,826.73△1,635.18△2,112.80294.83 881.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － 293.25 874.19

自己資本比率（％） － － 63.7 82.1 76.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
429,597 23,785 － － △369,863

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△336,017△1,631,806 － － 182,243

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△314,228△60,522 － － △401,847

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
－ － 3,415,9951,378,6323,047,176

従業員数（人） － － 243 194 216

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第13期第２四半期連結累計（会計）期間及び第14期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　なお、平成22年８月13日に事業連携を強化するため株式会社地球の歩き方Ｔ＆Ｅの株式を追加取得しましたので、同

社は関連会社となりました。また、第１四半期連結会計期間から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適

用したことに伴い、セグメント情報に変更が生じております。変更の内容につきましては、「第５　経理の状況　１．四

半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。 

　当社グループの構成及び事業内容についての系統図は以下のとおりです。

　

・ビューティーナビ株式会社は、美容室のインターネット検索サイトを運営する事業会社で、平成19年６月15日及び平

成21年５月14日に当社は同社の第三者割当増資を引き受け子会社にいたしました。当社は同社の美容室情報を活用し

ポータルサイトコンテンツの充実を図っております。

・株式会社ハッツ・アンリミテッドは、音楽ソフトの作成及び販売、原盤権の取り扱いをする事業会社で、平成19年４月

11日に当社は同社の第三者割当増資を引き受けました。当社は同社との業務提携を通じて音楽関連事業の拡大を目指

します。 

・平成22年８月13日、旅行関連の情報サイトを運営する株式会社地球の歩き方Ｔ＆Ｅの株式を追加取得いたしました。

これにより同社は、当社の関連会社となりました。これにより事業シナジーの向上をはかるものであります。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

　 　 　平成22年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

メディア事業 116 (23)

コンシューマーサービス事業 37 (7)

全社共通 41 (7)

合計 194 (37)

（注）１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、

パートタイマー等）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

２．従業員数には、使用人兼務役員を含めておりません。

 

（２）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 172 (35)

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用
者数（人材会社からの派遣社員、パートタイマー等）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外数
で記載しております。

２．従業員数には、使用人兼務役員を含めておりません。
　

EDINET提出書類

エキサイト株式会社(E05431)

四半期報告書

 4/41



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　該当する事項はありません。

 

（２）受注状況

　該当する事項はありません。

 

（３）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントで示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

メディア事業（千円） 905,684 　　　　　　　―

コンシューマーサービス事業（千円） 1,586,615　　　　　　　―

合計（千円） 2,492,300　　　　　　　―

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ＧＭＯペイメントゲートウェイ

株式会社（注）
1,412,527 50.3 1,006,382 40.4

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．ＧＭＯペイメントゲートウェイ株式会社とは回収代行契約を締結しており、上記金額は一般顧

客に対する回収代行依頼金額を記載しております。

 

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

売上高

　当第２四半期連結会計期間（７－９月）の売上高は、事業の「選択と集中」に伴う連結子会社の減少があったもの

の、前年同期比11.3％減の2,492百万円にとどまりました。

　メディア事業におきましては、ポータルTOPページの広告商品を強化するとともに、直販での営業が堅調に推移し、収

益性の改善につながりました。また、ブログサービスに広告枠を設けるなどのマネタイズ策が収益に貢献しはじめ、当

セグメントの売上高は905百万円となりました。第１四半期連結会計期間（４－６月）に比べ49百万円の増収となり

ます。 

　コンシューマーサービス事業につきましては、電話占いサービスやプロバイダー事業が堅調に推移する一方で、オン

ラインゲーム事業からの撤退が減収要因となり、当セグメントの売上高は1,586百万円となりました。第１四半期連結

会計期間に比べ25百万円の減収となります。

　

営業利益又は営業損失

　利益面につきましては、連結子会社の減少により、売上総利益が前第２四半期連結会計期間に比べて7.7％減少し911

百万円となりましたが、人件費等の固定費の減少や、取引条件の見直しなど費用の徹底的な削減を進めてまいりまし

た結果、当第２四半期連結会計期間の営業損失は8百万円となり、前年同期に比べ78百万円、損失幅を縮小することが

できました。

　セグメント別では、メディア事業における広告収益が上向いてきたことで、69百万円の営業利益（セグメント利益）

となりました。第１四半期連結会計期間に比べ39百万円の増益となります。コンシューマーサービス事業につきまし

ては、インターネット接続サービスにおけるコスト削減が進んだほか、オンラインゲーム事業から撤退したことで収

益構造が安定し、157百万円の営業利益となりました。第１四半期連結会計期間に比べ11百万円の増益となります。

　

報告セグメントごとの売上高及び営業利益又は営業損失

　当第２四半期連結会計期間　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

　 売上高
セグメント利益

（営業利益／損失）　

 メディア事業 905 69

 コンシューマーサービス事業 1,586 157

 合計 2,492 227

 調整額（管理部門の費用等） ― △236

 四半期連結損益計算書計上額 2,492 △8

（注）１．第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しているため、前年同期の数値及び比較については記載を省略してい

ます。

２．各セグメントの主要なサービス

　　メディア事業：ポータルサイト運営、コンテンツ配信（音楽ファンサイトを含む）等

　　コンシューマーサービス事業：コミュニケーションサービス、プロバイダー事業等

３．調整額の主な内容は、事務所家賃及び管理部門に係る費用です。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。　

　

四半期純損失

　当第２四半期連結会計期間は、持分法による投資利益を14百円計上したほか、前連結会計年度からの事業整理に伴う

固定資産売却益（特別利益）を34百万円計上しました。一方、本社事務所の移転によって発生した移転費用など、合計

21百万円の特別損失を計上しました。これらの結果、最終損益は18百万円の四半期純利益となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から1,668百万円減少し1,378百万円とな

りました。親会社のグループファイナンス制度を利用した資金運用における預入期間を３ヶ月超としたことによる支

出が主な要因で、投資活動によるキャッシュ・フローの関係会社預け金の預入による支出として1,500百万円を計上

いたしました。当第２四半期連結累計期間（４－９月）及び同会計期間（７－９月）におけるキャッシュ・フローの

状況は次のとおりです。

　

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、当第２四半期連結累計期間で、前年同期比405百万円減の23百

万円の収入となりました。当第２四半期連結会計期間は、収益性の回復が進み、税金等調整前四半期純損益が黒字化す

るなど収支が改善しましたが、前年同期に一時的な預り金の増加等による635百万円の収入があった反動があり減少

要因となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、当第２四半期連結累計期間で1,631百万円の支出となりまし

た。前年同期は336百万円の支出でした。当第２四半期連結会計期間は、前述のとおり関係会社預け金の預入期間を

３ヶ月超としたことにより、当該預け金1,500百万円が支出要因となったものであります。また、関連会社となった株

式会社地球の歩き方Ｔ＆Ｅの株式取得に38百万円の資金を支出したほか、本社移転に伴う敷金及び保証金の差入で66

百万円の資金を支出するなど、投資活動における資金の動きが生じております。

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、当第２四半期連結累計期間で、前年同期比253百万円減の60百

万円の支出となりました。当第２四半期会計期間における主な内容は、ファイナンス・リース債務の返済によるもの

です。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

（５）経営の現状認識と見通し

　当社グループは、インターネット上におけるメディア事業（広告収益）を基幹ビジネスとして事業領域を拡大して

きましたが、変化のスピードが速く、また広告需要は景気に敏感な側面もあり、収益モデルの再構築と安定化が課題と

なっております。しかしながら、ここ２年間における経営のリストラクチャリングと業務改善により、収益性の回復は

順調に進んできております。また、デジタルコミュケーションサービスやインターネット接続サービスを展開するコ

ンシューマーサービス事業におきましても、ハイリスクのオンラインゲーム事業から撤退するなど、サービスの「選

択と集中」を進めることで、収益基盤の安定化を図ってまいりました。今後も引き続き、既存事業の発展に注力すると

ともに、成長分野への取り組みを積極化していきたい考えです。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画について、重要な変更はあ

りません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 188,000

計 188,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 62,442 62,442

大阪証券取引所　

ＪＡＳＤＡＱ市場

(スタンダード）　

単元株制度は

採用しており

ません。

計 62,442 62,442 － －

　（注）大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場ととも

に、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引は大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成14年12月19日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数 　　　　  239個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
    478株

（注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額
１株あたり15,230円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成17年５月２日から

平成24年12月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　15,230円

資本組入額　 7,615円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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（注）１．割当てられた新株予約権2,005個から、行使された新株予約権の数及び権利放棄等の理由により新株予約権

を行使する権利を喪失した者の新株予約権の数を減じて記載しております。これに伴い、新株予約権の目的

となる株式の数を減じて記載しております。

２．発行当初、新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式１

株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１個につき目的となる株式は２株となってお

ります。

新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、新株予約権の目的となる株式数は、新株予約権１

個あたりの払込価額にその時点において対象者が行使請求した新株予約権の数を乗じて得られた額をその

時々における新株予約権の行使に際して払込をすべき１株あたりの額で除した数としております。但し、

0.01株未満の端数が生ずるときは切り捨てることとしております。

３．発行当初、新株予約権１株あたりの払込金額は30,460円でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式１

株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１株あたりの払込金額は15,230円となってお

ります。

新株予約権１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という）は、発行日以後、以下の規定にしたがい調整

されるものとします。

（ア）当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は、これを切り上げます。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

（イ）当社が調整前における行使価額を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分を行う

場合には、次の算式によりその時点における行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は、これ

を切り上げます。ただし、本項でいう「自己株式の処分」は、新株予約権の行使により新株式を発行又は自

己株式を処分する場合を除きます。また、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数をいい、当社の

保有する自己株式数は含みません。

調整後

行使価額

 

＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行株式数

(又は処分する自己株式数)
×

１株あたり払込金額

(又は１株あたりの処分価額)

既発行株式数 ＋ 新発行株式数（又は処分する自己株式数）

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることがで

きる新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも適宜調整されま

す。この場合において、１株あたりの払込金額は、当該新株予約権を行使した場合の１株あたりの新株式の

発行価額又は自己株式の処分価額をいいます。

（ウ）当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継するこ

とが認められたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社もしくは分

割によって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行

使価額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりです。

（ア）対象者は、当社株式にかかる株券（以下、「会社株券」という）が店頭登録有価証券として日本証券業協

会に登録（以下、「店頭登録」という）された日より６ヶ月を経過した日及び権利行使期間の開始日のい

ずれか遅い方の日（以下、「権利行使可能日」という）以後において、次項以下の規定に従い、新株予約権

を行使することができます。

（イ）対象者による新株予約権の行使は、下記の各期間の満了日までに各対象者が行使した新株予約権の累計数

が当該対象者に対して発行された新株予約権の総数に当該期間の右側に示した割合を掛け合わせた数

（新株予約権１個未満となる場合は小数第１位を四捨五入するものとする。）を上回らないことを条件と

します。

①　権利行使可能日より６ヶ月を経過する日まで：25％

②　権利行使可能日より６ヶ月を経過した日から１年６ヶ月を経過する日まで：50％

③　権利行使可能日より１年６ヶ月を経過した日から２年６ヶ月を経過する日まで：75％

④　権利行使可能日より２年６ヶ月を経過した日から５年を経過する日まで：100％
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（ウ）対象者は、新株予約権の行使時においても当社又は当社子会社若しくは関連会社の取締役、監査役および

従業員（顧問を含む）の地位（以下、「権利行使資格」という）を保有していることを要します。但し、対

象者が以下の各号の原因により権利行使資格を喪失した場合は、資格喪失日において行使可能であった新

株予約権を行使することができます。その場合の権利行使期間は、権利行使可能日前に権利行使資格を喪

失した場合は、権利行使可能日後３ヶ月を経過する日まで、権利行使可能日後に権利行使資格を喪失した

場合は、権利行使資格喪失後３ヶ月を経過する日までとします。

①　重度の心身の障害による執務不能

②　定年による退職

③　業務命令による子会社又は関連会社以外の会社への転籍

（エ）対象者が新株予約権の権利行使可能日以後に死亡した場合、対象者の相続人は、資格喪失後６ヶ月を経過

する日までの期間に限り、資格喪失日において行使可能であった新株予約権を行使することができるもの

とします。なお、対象者が権利行使可能日前に死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象者の相続人は

新株予約権を行使できないものとします。

（オ）対象者に、定款もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合、又は権利行使資格の喪失の前後を

問わず、また（ウ）に該当するか否かを問わず、対象者が新株予約権を放棄したとき、もしくは新株予約権

の発行の目的に照らして対象者に新株予約権を行使させることが相当でない事由として当社取締役会決

議により定める事由が生じたときは、対象者は、以後新株予約権を行使することができないものとします。

（カ）対象者は、新株予約権の質入れその他の処分をすることができません。

（キ）上記のほか、当社は取締役会決議および取締役会決議に基づく当社と個別の対象者との間で締結する新株

予約権の割当に関する契約（以下、「新株予約権割当契約」という）において、新株予約権の行使の条件、

当社への新株予約権返還事由その他の事項を定めることができます。

②　平成14年12月19日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数    75 個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
 150株

（注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額
１株あたり15,230円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成17年11月２日から

平成24年12月18日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　15,230円

資本組入額　 7,615円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―
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（注）１．割当てられた新株予約権520個から、行使された新株予約権の数及び権利放棄等の理由により新株予約権を

行使する権利を喪失した者の新株予約権の数を減じて記載しております。これに伴い、新株予約権の目的と

なる株式の数を減じて記載しております。

２．発行当初、新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式１

株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１個につき目的となる株式は２株となってお

ります。

新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありますが、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」と

いう）以降、新株予約権の目的となる株式数は、新株予約権１個あたりの払込価額にその時点において対象

者が行使請求した新株予約権の数を乗じて得られた額をその時々における新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株あたりの額で除した数としております。但し、0.01株未満の端数が生ずるときは切り捨てるこ

ととしております。

３．発行当初、新株予約権１株あたりの払込金額は30,460円でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式１

株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１株あたりの払込金額は15,230円となってお

ります。

新株予約権１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という）は、発行日以後、以下の規定にしたがい調整

されるものとします。

（ア）当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は、これを切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

（イ）当社が調整前における行使価額を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分を行う

場合には、次の算式によりその時点における行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は、これ

を切り上げます。ただし、本項でいう「自己株式の処分」は、新株予約権の行使により新株式を発行又は自

己株式を処分する場合を除きます。また、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数をいい、当社の

保有する自己株式数は含みません。

調整後

行使価額

 

＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行株式数

(又は処分する自己株式数)
×

１株あたり払込金額

(又は１株あたりの処分価額)

既発行株式数 ＋ 新発行株式数（又は処分する自己株式数）

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることがで

きる新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも適宜調整されま

す。この場合において、１株あたりの払込金額は、当該新株予約権を行使した場合の１株あたりの新株式の

発行価額又は自己株式の処分価額をいいます。

（ウ）当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継するこ

とが認められたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社もしくは分

割によって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行

使価額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりです。

（ア）対象者は、当社株式にかかる株券（以下、「会社株券」という）が店頭登録有価証券として日本証券業協

会に登録（以下、「店頭登録」という）された日より１年を経過した日及び権利行使期間の開始日のいず

れか遅い方の日（以下、「権利行使可能日」という）以後において、次項以下の規定に従い、新株予約権を

行使することができます。

（イ）対象者による新株予約権の行使は、下記の各期間の満了日までに各対象者が行使した新株予約権の累計数

が当該対象者に対して発行された新株予約権の総数に当該期間の右側に示した割合を掛け合わせた数

（新株予約権１個未満となる場合は小数第１位を四捨五入するものとする。）を上回らないことを条件と

します。

①　権利行使可能日より１年を経過する日まで：25％

②　権利行使可能日より１年を経過した日から２年を経過する日まで：50％

③　権利行使可能日より２年を経過した日から３年を経過する日まで：75％

④　権利行使可能日より３年を経過した日から４年を経過する日まで：100％
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（ウ）対象者は、新株予約権の行使時においても当社又は当社子会社若しくは関連会社の取締役、監査役および

従業員（顧問を含む）の地位（以下、「権利行使資格」という）を保有していることを要します。但し、対

象者が以下の各号の原因により権利行使資格を喪失した場合は、資格喪失日において行使可能であった新

株予約権を行使することができます。その場合の権利行使期間は、権利行使可能日前に権利行使資格を喪

失した場合は、権利行使可能日後３ヶ月を経過する日まで、権利行使可能日後に権利行使資格を喪失した

場合は、権利行使資格喪失後３ヶ月を経過する日までとします。

①　重度の心身の障害による執務不能

②　定年による退職

③　業務命令による子会社又は関連会社以外の会社への転籍

（エ）対象者が新株予約権の権利行使可能日以後に死亡した場合、対象者の相続人は、資格喪失後６ヶ月を経過

する日までの期間に限り、資格喪失日において行使可能であった新株予約権を行使することができるもの

とします。なお、対象者が権利行使可能日前に死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象者の相続人は

新株予約権を行使できないものとします。

（オ）対象者に、定款もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合、又は権利行使資格の喪失の前後を

問わず、また（ウ）に該当するか否かを問わず、対象者が新株予約権を放棄したとき、もしくは新株予約権

の発行の目的に照らして対象者に新株予約権を行使させることが相当でない事由として当社取締役会決

議により定める事由が生じたときは、対象者は、以後新株予約権を行使することができないものとします。

（カ）対象者は、新株予約権の質入れその他の処分をすることができません。

（キ）上記のほか、当社は取締役会決議および取締役会決議に基づく当社と個別の対象者との間で締結する新株

予約権の割当に関する契約（以下、「新株予約権割当契約」という）において、新株予約権の行使の条件、

当社への新株予約権返還事由その他の事項を定めることができます。

③　平成15年６月26日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数 18 個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
36 株

（注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額
１株あたり16,500円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成17年６月27日から

平成25年６月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　16,500円

資本組入額　 8,250円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   ― 
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　（注）１．割当てられた新株予約権145個から、行使された新株予約権の数及び権利放棄等の理由により新株予約権を

行使する権利を喪失した者の新株予約権の数を減じて記載しております。これに伴い、新株予約権の目的と

なる株式の数を減じて記載しております。

２．発行当初、新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式１

株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１個につき目的となる株式は２株となってお

ります。

新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、新株予約権の目的となる株式数は、新株予約権１

個あたりの払込価額にその時点において対象者が行使請求した新株予約権の数を乗じて得られた額をその

時々における新株予約権の行使に際して払込をすべき１株あたりの額で除した数としております。但し、

0.01株未満の端数が生ずるときは切り捨てることとしております。

３．発行当初、新株予約権１株あたりの払込金額は33,000円でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式１

株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１株あたりの払込金額は16,500円となってお

ります。

新株予約権１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という）は、発行日以後、以下の規定にしたがい調整

されるものとします。

（ア）当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は、これを切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

（イ）当社が調整前における行使価額を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分を行う

場合には、次の算式によりその時点における行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は、これ

を切り上げます。ただし、本項でいう「自己株式の処分」は、新株予約権の行使により新株式を発行又は自

己株式を処分する場合を除きます。また、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数をいい、当社の

保有する自己株式数は含みません。

調整後

行使価額

 

＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行株式数

(又は処分する自己株式数)
×

１株あたり払込金額

(又は１株あたりの処分価額)

既発行株式数 ＋ 新発行株式数（又は処分する自己株式数）

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることがで

きる新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも適宜調整されま

す。この場合において、１株あたりの払込金額は、当該新株予約権を行使した場合の１株あたりの新株式の

発行価額又は自己株式の処分価額をいいます。

（ウ）当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継するこ

とが認められたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社もしくは分

割によって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行

使価額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりです。

（ア）対象者は、当社株式にかかる株券（以下、「会社株券」という）が店頭登録有価証券として日本証券業協

会に登録（以下、「店頭登録」という）された日より６ヶ月を経過した日及び権利行使期間の開始日のい

ずれか遅い方の日（以下、「権利行使可能日」という）以後において、次項以下の規定に従い、新株予約権

を行使することができます。

（イ）対象者による新株予約権の行使は、下記の各期間の満了日までに各対象者が行使した新株予約権の累計数

が当該対象者に対して発行された新株予約権の総数に当該期間の右側に示した割合を掛け合わせた数

（新株予約権１個未満となる場合は小数第１位を四捨五入するものとする。）を上回らないことを条件と

します。

①　権利行使可能日より６ヶ月を経過する日まで：25％

②　権利行使可能日より６ヶ月を経過した日から１年６ヶ月を経過する日まで：50％

③　権利行使可能日より１年６ヶ月を経過した日から２年６ヶ月を経過する日まで：75％

④　権利行使可能日より２年６ヶ月を経過した日から５年を経過する日まで：100％
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（ウ）対象者は、新株予約権の行使時においても当社又は当社子会社若しくは関連会社の取締役、監査役および

従業員（顧問を含む）の地位（以下、「権利行使資格」という）を保有していることを要します。但し、対

象者が以下の各号の原因により権利行使資格を喪失した場合は、資格喪失日において行使可能であった新

株予約権を行使することができます。その場合の権利行使期間は、権利行使可能日前に権利行使資格を喪

失した場合は、権利行使可能日後３ヶ月を経過する日まで、権利行使可能日後に権利行使資格を喪失した

場合は、権利行使資格喪失後３ヶ月を経過する日までとします。

①　重度の心身の障害による執務不能

②　定年による退職

③　業務命令による子会社又は関連会社以外の会社への転籍

（エ）対象者が新株予約権の権利行使可能日以後に死亡した場合、対象者の相続人は、資格喪失後６ヶ月を経過

する日までの期間に限り、資格喪失日において行使可能であった新株予約権を行使することができるもの

とします。なお、対象者が権利行使可能日前に死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象者の相続人は

新株予約権を行使できないものとします。

（オ）対象者に、定款もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合、又は権利行使資格の喪失の前後を

問わず、また（ウ）に該当するか否かを問わず、対象者が新株予約権を放棄したとき、もしくは新株予約権

の発行の目的に照らして対象者に新株予約権を行使させることが相当でない事由として当社取締役会決

議により定める事由が生じたときは、対象者は、以後新株予約権を行使することができないものとします。

（カ）対象者は、新株予約権の質入れその他の処分をすることができません。

（キ）上記のほか、当社は取締役会決議および取締役会決議に基づく当社と個別の対象者との間で締結する新株

予約権の割当に関する契約（以下、「新株予約権割当契約」という）において、新株予約権の行使の条件、

当社への新株予約権返還事由その他の事項を定めることができます。

④　平成16年６月24日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数   84 個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
 168 株

（注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額
１株あたり125,000円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成18年６月25日から

平成26年６月23日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　125,000円

資本組入額　 62,500円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　― 

（注）１．割当てられた新株予約権195個から、行使された新株予約権の数及び権利放棄等の理由により新株予約権を

行使する権利を喪失した者の新株予約権の数を減じて記載しております。これに伴い、新株予約権の目的と

なる株式の数を減じて記載しております。
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２．発行当初、新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式１

株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１個につき目的となる株式は２株となってお

ります。

新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありますが、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」と

いう）以降、新株予約権の目的となる株式数は、新株予約権１個あたりの払込価額にその時点において対象

者が行使請求した新株予約権の数を乗じて得られた額をその時々における新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株あたりの額で除した数（但し、この場合に0.01株未満の端数が生ずるときは切り捨てる。）と

します。

３．発行当初、新株予約権１株あたりの払込金額は250,000円でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式

１株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１株あたりの払込金額は125,000円となっ

ております。

新株予約権１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という）は、発行日以後、以下の規定にしたがい調整

されるものとします。

（ア）当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は、これを切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

（イ）当社が調整前における行使価額を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分を行う

場合には、次の算式によりその時点における行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は、これ

を切り上げます。ただし、本項でいう「自己株式の処分」は、新株予約権の行使により新株式を発行又は自

己株式を処分する場合を除きます。また、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数をいい、当社の

保有する自己株式数は含みません。

調整後

行使価額

 

＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行株式数

(又は処分する自己株式数)
×

１株あたり払込金額

(又は１株あたりの処分価額)

既発行株式数 ＋ 新発行株式数（又は処分する自己株式数）

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることがで

きる新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも適宜調整されま

す。この場合において、１株あたりの払込金額は、当該新株予約権を行使した場合の１株あたりの新株式の

発行価額又は自己株式の処分価額をいいます。

（ウ）当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継するこ

とが認められたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社もしくは分

割によって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行

使価額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりです。

（ア）対象者は、当社株式にかかる株券（以下、「会社株券」という）が店頭登録有価証券として日本証券業協

会に登録（以下、「店頭登録」という）された日より、対象者のうち新株予約権付与時点において当社が

定める幹部社員である者（以下、「対象幹部従業員」という）については１年を経過した日、対象者のう

ち新株予約権付与時点において対象幹部従業員以外の当社の従業員である者（以下、「対象従業員」とい

う）については６ヶ月を経過した日及び権利行使期間の開始日のいずれか遅い方の日（以下、「権利行使

可能日」という）以後において、次項以下の規定に従い、新株予約権を行使することができます。

（イ）対象者による新株予約権の行使は、下記の各期間の満了日までに各対象者が行使した新株予約権の累計数

が当該対象者に対して発行された新株予約権の総数に当該期間の右側に示した割合を掛け合わせた数

（新株予約権１個未満となる場合は小数第１位を四捨五入するものとする。）を上回らないことを条件と

します。

（Ａ）対象幹部従業員

①　権利行使可能日より１年を経過する日まで：25％

②　権利行使可能日より１年を経過した日から２年を経過する日まで：50％

③　権利行使可能日より２年を経過した日から３年を経過する日まで：75％

④　権利行使可能日より３年を経過した日から４年を経過する日まで：100％

（Ｂ）対象従業員

①　権利行使可能日より６ヶ月を経過する日まで：25％

②　権利行使可能日より６ヶ月を経過した日から１年６ヶ月を経過する日まで：50％

③　権利行使可能日より１年６ヶ月を経過した日から２年６ヶ月を経過する日まで：75％

④　権利行使可能日より２年６ヶ月を経過した日から５年を経過する日まで：100％

EDINET提出書類

エキサイト株式会社(E05431)

四半期報告書

16/41



（ウ）対象者は、新株予約権の行使時においても当社又は当社子会社若しくは関連会社の取締役、監査役および

従業員（顧問を含む）の地位（以下、「権利行使資格」という）を保有していることを要します。但し、対

象者が以下の各号の原因により権利行使資格を喪失した場合は、資格喪失日において行使可能であった新

株予約権を行使することができます。その場合の権利行使期間は、権利行使可能日前に権利行使資格を喪

失した場合は、権利行使可能日後３ヶ月を経過する日まで、権利行使可能日後に権利行使資格を喪失した

場合は、権利行使資格喪失後３ヶ月を経過する日までとします。

①　重度の心身の障害による執務不能

②　定年による退職

③　業務命令による子会社又は関連会社以外の会社への転籍

（エ）対象者が新株予約権の権利行使可能日以後に死亡した場合、対象者の相続人は、資格喪失後６ヶ月を経過

する日までの期間に限り、資格喪失日において行使可能であった新株予約権を行使することができるもの

とします。なお、対象者が権利行使可能日前に死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象者の相続人は

新株予約権を行使できないものとします。

（オ）対象者に、定款もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合、又は権利行使資格の喪失の前後を

問わず、また（ウ）に該当するか否かを問わず、対象者が新株予約権を放棄したとき、もしくは新株予約権

の発行の目的に照らして対象者に新株予約権を行使させることが相当でない事由として当社取締役会決

議により定める事由が生じたときは、対象者は、以後新株予約権を行使することができないものとします。

（カ）対象者は、新株予約権の質入れその他の処分をすることができません。

（キ）上記のほか、当社は取締役会決議および取締役会決議に基づく当社と個別の対象者との間で締結する新株

予約権の割当に関する契約（以下、「新株予約権割当契約」という）において、新株予約権の行使の条件、

当社への新株予約権返還事由その他の事項を定めることができます。

⑤　平成17年６月23日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数    45 個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
90 株

（注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額
１株あたり791,606円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成19年６月24日から

平成27年６月22日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　791,606円

資本組入額　395,803円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

（注）１．割当てられた新株予約権240個から、権利放棄等の理由により新株予約権を行使する権利を喪失した者の新

株予約権の数を減じて記載しております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数を減じて記載して

おります。
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２．発行当初、新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株式１

株を２株とする株式分割を実施しておりますので、新株予約権１個につき目的となる株式は２株となってお

ります。

新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありますが、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」と

いう）以降、新株予約権の目的となる株式数は、新株予約権１個あたりの払込価額にその時点において対象

者が行使請求した新株予約権の数を乗じて得られた額をその時々における新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株あたりの額で除した数（但し、この場合に0.01株未満の端数が生ずるときは切り捨てる。）と

します。

３．発行当初、新株予約権１株あたりの払込金額は1,589,370円でありましたが、平成17年8月19日付けで普通株

式１株を２株とする株式分割を実施、また平成18年8月14日付けで第三者割当増資に伴う新株の発行を時価

を下回る価額で発行（発行株式数4,700株、発行価額423,700円、発行日前日のジャスダック証券取引所での

取引価格終値446,000円)しておりますので、新株予約権１株あたりの払込金額は791,606円となっておりま

す。

新株予約権１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という）は、発行日以後、以下の規定にしたがい調整

されるものとします。

（ア）当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は、これを切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

（イ）当社が調整前における行使価額を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分を行う

場合には、次の算式によりその時点における行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は、これ

を切り上げます。ただし、本項でいう「自己株式の処分」は、新株予約権の行使により新株式を発行又は自

己株式を処分する場合を除きます。また、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数をいい、当社の

保有する自己株式数は含みません。

    
 

 

既発行株式数

 

 

＋

新規発行株式数

(又は処分する自己株式数)
×

１株当たり払込金額

（又は１株当たりの

処分価額）

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新株式発行（又は自己株式処分）前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数（又は処分する自己株式数)

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることがで

きる新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも適宜調整されま

す。この場合において、１株あたりの払込金額は、当該新株予約権を行使した場合の１株あたりの新株式の

発行価額又は自己株式の処分価額をいいます。

（ウ）当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継するこ

とが認められたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社もしくは分

割によって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行

使価額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりです。

（ア）対象者は、以下の区分にしたがって新株予約権を行使することができます。なお、各区分において行使可能

な新株予約権の数が１個未満となる場合は小数第１位を四捨五入するものとします。

（Ａ）対象幹部従業員

①　平成19年６月24日から平成20年６月23日までは、当初の新株予約権の数の25％について権利を行使す

ることができる。

②　平成20年６月24日から平成21年６月23日までは、すでに行使済みを含めて当初の新株予約権の数の

50％までについて権利を行使することができる。 

③　平成21年６月24日から平成22年６月23日までは、すでに行使済みを含めて当初の新株予約権の数の

75％までについて権利を行使することができる。

④　平成22年６月24日から平成27年６月22日までは、新株予約権の数のすべてについて権利を行使するこ

とができる。
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（Ｂ）対象従業員

①　平成19年６月24日から平成19年12月23日までは、当初の新株予約権の数の25％について権利を行使す

ることができる。

②　平成19年12月24日から平成20年12月23日までは、すでに行使済みを含めて当初の新株予約権の数の

50％までについて権利を行使することができる。

③　平成20年12月24日から平成21年12月23日までは、すでに行使済みを含めて当初の新株予約権の数の

75％までについて権利を行使することができる。

④　平成21年12月24日から平成27年６月22日までは、新株予約権の数のすべてについて権利を行使するこ

とができる。

（イ）対象者は、新株予約権の行使時においても当社又は当社子会社若しくは関連会社の取締役、監査役および

従業員（顧問を含む）の地位（以下、「権利行使資格」という。）を保有していることを要します。但し、

対象者が以下の各号の原因により権利行使資格を喪失した場合は、資格喪失日において行使可能であった

新株予約権を行使することができます。その場合の権利行使期間は、平成19年６月23日までに権利行使資

格を喪失した場合は平成19年９月23日まで、平成19年６月24日以降に権利行使資格を喪失した場合は、権

利行使資格喪失後３ヶ月を経過する日までとします。

①　重度の心身の障害による執務不能

②　定年による退職

③　業務命令による子会社又は関連会社以外の会社への転籍

（ウ）対象者が平成19年６月24日以降に死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象者の相続人は、資格喪失

後６ヶ月を経過する日までの期間に限り、資格喪失日において行使可能であった新株予約権を行使するこ

とができる。なお、対象者が平成19年６月23日までに死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象者の相

続人は新株予約権を行使できないものとします。

（エ）対象者に、定款もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合、又は権利行使資格の喪失の前後を

問わず、また（イ）に該当するか否かを問わず、以下の各号のいずれかの場合に該当するときは、対象者

は、以後新株予約権を行使することができないものとします。

（Ａ）対象幹部従業員

①　商法第254条ノ２に規定する欠格事由に該当するに至った場合。

②　商法第264条に違反する競業取引を行った場合。

③　商法第265条第１項各号記載の行為を行い、当社に対して損害賠償責任を負うべき場合。

④　当社の事前の書面による承諾なしに当社と競業し又は当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、従

業員、顧問、相談役若しくはコンサルタントに就任若しくは就職した場合。

⑤　禁固以上の刑に処せられた場合。

⑥　新株予約権を放棄した場合。

（Ｂ）対象従業員

①　故意又は重大な過失によって当社に対して損害を与えた場合。

②　当社の事前の書面による承諾なしに当社と競業し又は当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、従

業員、顧問、相談役若しくはコンサルタントに就任若しくは就職した場合。

③　禁固以上の刑に処せられた場合。

④　新株予約権を放棄した場合。

（オ）対象者は、新株予約権の質入れその他の処分をすることができません。

（カ）その他の条件については、第８期定時株主総会及び新株予約権発行にかかる取締役会の決議に基づき、当

社と対象者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところによります。

※上記の旧商法規定は会社法上の相当規定に読み替えるものとします。
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⑥　平成18年６月23日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数 10個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
10 株

（注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額
１株あたり761,819円

（注）３

新株予約権の行使期間
平成20年６月24日から

平成24年６月22日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　761,819円

資本組入額　380,910円

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡、質入れその他の処分をすることがで

きない。

代用払込みに関する事項  ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ―

（注）１．割当てられた新株予約権610個から、権利放棄等の理由により新株予約権を行使する権利を喪失した者の新

株予約権の数及び当社が権利者から譲渡を受け消却した新株予約権の数を減じて記載しております。これに

伴い、新株予約権の目的となる株式の数を減じて記載しております。

２．新株予約権１個につき目的となる株式は１株でありますが、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」と

いう）以降、新株予約権の目的となる株式数は、新株予約権１個あたりの払込価額にその時点において対象

者が行使請求した新株予約権の数を乗じて得られた額をその時々における新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株あたりの額で除した数（但し、この場合に0.01株未満の端数が生ずるときは切り捨てる。）と

します。

３．新株予約権１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」という）は、発行日以後、以下の規定にしたがい調整

されるものとします。

発行当初、新株予約権１株あたりの払込金額は764,782円でありましたが、平成18年8月14日付けで第三者割

当増資に伴う新株の発行を時価を下回る価額で発行（発行株式数4,700株、発行価額423,700円、発行日前日

のジャスダック証券取引所での取引価格終値446,000円)しておりますので、新株予約権１株あたりの払込金

額は761,819円となっております。

（ア）当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は、これを切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
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（イ）当社が調整前における行使価額を下回る価額で新株式の発行又は当社が保有する自己株式の処分を行う

場合には、次の算式によりその時点における行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は、これ

を切り上げます。ただし、本項でいう「自己株式の処分」は、新株予約権の行使により新株式を発行又は自

己株式を処分する場合を除きます。また、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数をいい、当社の

保有する自己株式数は含みません。

    
 

 

既発行株式数

 

 

＋

新規発行株式数

(又は処分する自己株式数)
×

１株当たり払込金額

（又は１株当たりの

処分価額）

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新株式発行（又は自己株式処分）前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数（又は処分する自己株式数)

また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の移転を受けることがで

きる新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも適宜調整されま

す。この場合において、１株あたりの払込金額は、当該新株予約権を行使した場合の１株あたりの新株式の

発行価額又は自己株式の処分価額をいいます。

（ウ）当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継するこ

とが認められたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社もしくは分

割によって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行

使価額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件は以下のとおりです。

（ア）対象者は、以下の区分にしたがって新株予約権を行使することができます。なお、各区分において行使可能

な新株予約権の数が１個未満となる場合は小数第１位を四捨五入するものとします。

①　平成22年６月24日から平成23年６月23日までは、すでに行使済みを含めて当初の新株予約権の数の　

50％までについて権利を行使することができる。

②　平成23年６月24日から平成24年６月22日までは、新株予約権の数のすべてについて権利を行使するこ

とができる。

（イ）対象者は、新株予約権の行使時においても当社又は当社子会社若しくは関連会社の取締役、監査役および

従業員（顧問を含む）の地位（以下、「権利行使資格」という。）を保有していることを要します。但し、

対象者が以下の各号の原因により権利行使資格を喪失した場合は、資格喪失日において行使可能であった

新株予約権を行使することができます。その場合の権利行使期間は、平成19年６月23日までに権利行使資

格を喪失した場合は平成19年９月23日まで、平成19年６月24日以降に権利行使資格を喪失した場合は、権

利行使資格喪失後３ヶ月を経過する日までとします。

①　重度の心身の障害による執務不能

②　定年による退職

③　業務命令による子会社又は関連会社以外の会社への転籍

（ウ）対象従業員が平成22年６月24日以降に死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象従業員の相続人は、

資格喪失後６ヶ月を経過する日までの期間に限り、資格喪失日において行使可能であった新株予約権を行

使することができる。なお、対象従業員が平成22年６月23日までに死亡により権利行使資格を喪失した場

合、対象従業員の相続人は新株予約権を行使できないものとします。

（エ）対象者に、定款もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合、又は権利行使資格の喪失の前後を

問わず、また（イ）に該当するか否かを問わず、以下の各号のいずれかの場合に該当するときは、対象者

は、以後新株予約権を行使することができないものとします。

①　故意又は重大な過失によって当社に対して損害を与えた場合。

②　当社の事前の書面による承諾なしに当社と競業し又は当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、従

業員、顧問、相談役若しくはコンサルタントに就任若しくは就職した場合。

③　禁固以上の刑に処せられた場合。

④　新株予約権を放棄した場合。

（オ）対象者は、新株予約権の質入れその他の処分をすることができません。

（カ）その他の条件については、第９期定時株主総会及び新株予約権発行にかかる取締役会の決議に基づき、当

社と対象者との間で締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるところによります。

　

EDINET提出書類

エキサイト株式会社(E05431)

四半期報告書

21/41



（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年７月１日～

 平成22年９月30日

（注）

40 62,442 330 3,232,900 330 3,518,900

（注）新株予約権の行使による増加であります。

　　　　

 

（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 35,794 57.32

東日本電信電話株式会社 東京都新宿区西新宿三丁目19番２号 3,100 4.96

芹澤 圭二 愛知県名古屋市中区 2,000 3.20

西日本電信電話株式会社 大阪市中央区馬場町３番15号 1,600 2.56

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 786 1.25

伊藤忠テクノソリューションズ株式

会社
東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 692 1.10

山村 幸広 東京都港区 420 0.67

伊藤忠エレクトロニクス株式会社 東京都港区南麻布三丁目20番１号 400 0.64

株式会社ファミリーマート 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 400 0.64

加藤 鐘一 愛知県知多郡 260 0.41

計 － 45,452 72.79
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 62,434 62,434 同上

発行済株式総数 62,442 － －

総株主の議決権 － 62,434 －

　 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エキサイト株式会社

東京都港区南麻布

三丁目20番１号

麻布グリーンテラ

ス４階

8 － 8 0.01

計 － 8 － 8 0.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 54,600 46,200 35,500 33,100 35,300 31,500

最低（円） 34,100 30,500 28,800 29,000 29,500 27,110

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,378,632 1,547,176

売掛金 1,794,811 1,999,615

原材料及び貯蔵品 748 1,502

関係会社預け金 1,500,000 1,500,000

その他 52,329 180,433

貸倒引当金 △3,181 △4,205

流動資産合計 4,723,341 5,224,522

固定資産

有形固定資産 ※1
 45,671

※1
 62,586

無形固定資産 54,341 114,739

投資その他の資産

投資有価証券 436,368 392,082

その他 333,085 323,472

貸倒引当金 △77,972 △78,792

投資その他の資産合計 691,481 636,762

固定資産合計 791,495 814,088

資産合計 5,514,836 6,038,610

負債の部

流動負債

買掛金 464,178 636,485

リース債務 110,497 127,312

未払法人税等 11,687 19,658

引当金 56,739 70,864

その他 278,463 364,029

流動負債合計 921,567 1,218,350

固定負債

リース債務 56,601 121,310

繰延税金負債 6,102 5,185

その他 892 1,761

固定負債合計 63,596 128,257

負債合計 985,163 1,346,608

純資産の部

株主資本

資本金 3,232,900 3,232,235

資本剰余金 3,653,782 3,653,117

利益剰余金 △2,363,784 △2,261,745

自己株式 △4,830 △4,830

株主資本合計 4,518,068 4,618,777

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 8,182 7,019

評価・換算差額等合計 8,182 7,019

新株予約権 3,422 3,119

少数株主持分 － 63,085

純資産合計 4,529,673 4,692,002

負債純資産合計 5,514,836 6,038,610
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 5,649,212 4,960,854

売上原価 3,643,755 3,178,024

売上総利益 2,005,456 1,782,829

販売費及び一般管理費 ※1
 2,156,078

※1
 1,859,854

営業損失（△） △150,622 △77,024

営業外収益

受取利息 4,237 6,549

受取配当金 844 2,378

持分法による投資利益 － 8,785

その他 1,639 3,196

営業外収益合計 6,720 20,911

営業外費用

支払利息 7,868 2,778

為替差損 － 1,614

消費税調整額 － 1,292

持分法による投資損失 22,883 －

その他 5,454 2,240

営業外費用合計 36,206 7,926

経常損失（△） △180,107 △64,039

特別利益

投資有価証券売却益 14,401 －

新株予約権戻入益 499 －

固定資産売却益 1,387 60,563

その他 1,059 9,310

特別利益合計 17,347 69,874

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 68,286

事務所移転費用引当金繰入額 － 22,894

固定資産除却損 34 645

減損損失 17,249 1,482

投資有価証券評価損 966 5,313

関係会社整理損 1,590 －

賃貸借契約解約損 3,120 －

和解金 3,700 －

過年度著作権使用料 － 6,195

その他 0 －

特別損失合計 26,659 104,817

税金等調整前四半期純損失（△） △189,419 △98,982

法人税、住民税及び事業税 31,943 3,057

法人税等調整額 △6,113 －

法人税等合計 25,829 3,057

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △102,039

少数株主利益 22,784 －

四半期純損失（△） △238,033 △102,039
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 2,809,461 2,492,300

売上原価 1,821,827 1,580,385

売上総利益 987,634 911,914

販売費及び一般管理費 ※1
 1,074,892

※1
 920,507

営業損失（△） △87,257 △8,593

営業外収益

受取利息 2,853 3,479

受取配当金 － 13

持分法による投資利益 － 14,937

その他 817 1,888

営業外収益合計 3,671 20,318

営業外費用

支払利息 2,634 1,286

為替差損 － 1,463

消費税調整額 － 1,292

持分法による投資損失 3,805 －

その他 1,593 1,682

営業外費用合計 8,034 5,725

経常利益又は経常損失（△） △91,620 5,999

特別利益

新株予約権戻入益 499 －

固定資産売却益 1,387 34,063

その他 － 1,512

特別利益合計 1,887 35,576

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,092

事務所移転費用引当金繰入額 － 10,217

固定資産除却損 0 645

減損損失 5,801 1,482

関係会社整理損 1,590 －

賃貸借契約解約損 3,120 －

和解金 3,700 －

過年度著作権使用料 － 6,195

その他 0 －

特別損失合計 14,211 21,632

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△103,945 19,943

法人税、住民税及び事業税 22,243 1,539

法人税等調整額 △4,963 －

法人税等合計 17,279 1,539

少数株主損益調整前四半期純利益 － 18,404

少数株主利益 10,403 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △131,628 18,404
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △189,419 △98,982

減価償却費及びその他の償却費 68,344 38,972

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 68,286

株式報酬費用 457 302

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,318 346

引当金の増減額（△は減少） 29,964 4,563

受取利息及び受取配当金 △5,081 △8,928

支払利息 7,868 2,778

持分法による投資損益（△は益） 22,883 △8,785

新株予約権戻入益 △499 －

固定資産売却損益（△は益） － △60,563

固定資産除却損 34 645

減損損失 17,249 1,482

投資有価証券売却損益（△は益） △14,401 －

投資有価証券評価損益（△は益） 966 5,313

関係会社整理損 1,590 －

賃貸借契約解約損 3,120 －

売上債権の増減額（△は増加） 183,369 △34,783

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,058 753

その他の流動資産の増減額（△は増加） △67,543 23,264

仕入債務の増減額（△は減少） △199,554 △2,890

未払金の増減額（△は減少） △107,595 65,550

預り金の増減額（△は減少） 635,448 －

その他の流動負債の増減額（△は減少） 40,079 30,855

その他 1,957 △3,046

小計 441,614 25,134

利息及び配当金の受取額 4,216 7,544

利息の支払額 △7,868 △2,778

法人税等の支払額 △8,508 △6,115

法人税等の還付額 144 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 429,597 23,785

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19,741 △10,067

無形固定資産の取得による支出 △81,260 △13,852

無形固定資産の売却による収入 19,237 118,291

投資有価証券の取得による支出 △285,000 △38,734

投資有価証券の売却による収入 14,401 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △82,481

関係会社預け金の預入による支出 － △1,500,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

17,338 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △105,012

その他 △993 50

投資活動によるキャッシュ・フロー △336,017 △1,631,806
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 3,840 1,330

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △172,913 △61,852

少数株主への払戻による支出 △145,155 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △314,228 △60,522

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △220,648 △1,668,544

現金及び現金同等物の期首残高 3,636,644 3,047,176

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,415,995

※1
 1,378,632
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結の範囲の変更

　　前連結会計年度において連結子会社でありました、エキサイト・ミュー

ジックエンタテインメント株式会社（現 EMTG株式会社）は、当社が保有

する同社全株式を売却したため、第１四半期連結会計期間より、連結の範

囲から除外しております。

（２）変更後の連結子会社の数

　１社

２．持分法の適用に関する事項の変更 （１）持分法適用関連会社

　　①持分法適用関連会社の変更

　　当第２四半期連結会計期間より、株式会社地球の歩き方Ｔ＆Ｅは株式を

取得したため、持分法適用の範囲に含めております。

　　②変更後の持分法適用関連会社の数

２社

３．会計処理基準に関する事項の変更 （１）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を

適用しております。

  　これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（２）資産除去債務に関する会計基準の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

　　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失がそれぞ

れ3,743千円増加し、税金等調整前四半期純損失が72,030千円増加してお

ります。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

 １.前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、重要性

が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の営業外費

用の「その他」に含まれている「為替差損」は584千円であります。

２.前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「消費税調整額」は、重

要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の営業

外費用の「その他」に含まれている「消費税調整額」は598千円であります。

３.「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１.前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「預り金の

増減額（△は減少）」は金額的重要性が乏しくなったため、当第２四半期連結累計期間では「その他の流動負債の増

減額（△は減少）」に含めて表示しております。なお、当第２四半期連結累計期間における「その他の流動負債の増

減額（△は減少）」に含まれている「預り金の増減額（△は減少）」は747千円であります。

２.前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「固定資産売却損益（△は益）」は、金額的重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記し

ております。なお、前第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「固定資産売却損益（△は益）」は

△1,387千円であります。

３.前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「敷金及び保証金の差入による支出」は、金額的重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲

記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「敷金及び保証金の差入による支

出」は2,464千円であります。

　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結貸借対照表）

１.前第２四半期連結会計期間において流動資産の「商品及び製品」を区分掲記しておりましたが、金額的重要性が乏し

くなったため、当第２四半期連結会計期間では流動資産の「その他」に含めております。なお、当第２四半期連結会計

期間の「その他」に含まれている「商品及び製品」は0千円であります。

２.前第２四半期連結会計期間において無形固定資産の「のれん」を区分掲記しておりましたが、金額的重要性が乏しく

なったため、当第２四半期連結会計期間では無形固定資産に含めております。なお、当第２四半期連結会計期間の無形

固定資産に含まれている「のれん」は0千円であります。

３.前第２四半期連結会計期間において流動負債の「預り金」を区分掲記しておりましたが、金額的重要性が乏しくなっ

たため、当第２四半期連結会計期間では流動負債の「その他」に含めております。なお、当第２四半期連結会計期間の

「その他」に含まれている「預り金」は15,880千円であります。

　

（四半期連結損益計算書）

１.前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は、重要性

が増加したため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記しております。なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費

用の「その他」に含まれている「為替差損」は547千円であります。

２.「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．法人税等及び繰延税金資産の算定方

法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度決算において

使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを基本とし、経営環境等

の変化による重要な影響を加味した方法に拠っております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果

となる場合には、重要な加減算項目や税額控除項目を考慮して税金費用を算

定しております。

 

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、404,619千円で

あります。なお、減価償却累計額には減損損失累計

額が含まれております。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は693,615千円であ

ります。なお、減価償却累計額には減損損失累計額

が含まれております。

 

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 750,344千円

賞与引当金繰入額 54,938千円

貸倒引当金繰入額 15,196千円

給料手当 576,378千円

業務委託費 494,037千円

賞与引当金繰入額 45,645千円

役員賞与引当金繰入額 5,070千円

貸倒引当金繰入額 318千円

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料手当 379,478千円

賞与引当金繰入額 28,389千円

貸倒引当金繰入額 4,260千円

給料手当 287,699千円

業務委託費 228,163千円

賞与引当金繰入額 21,355千円

役員賞与引当金繰入額 2,535千円

貸倒引当金繰入額 260千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定

関係会社預け金勘定

1,915,995千円

1,500,000千円

現金及び現金同等物 3,415,995千円

関係会社預け金は、余裕資金を親会社である伊藤忠

商事㈱に預け入れており、現金及び現金同等物の扱

いとしております。
 

現金及び預金勘定 1,378,632千円

現金及び現金同等物 1,378,632千円

　

 

　

（株主資本等関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　62,442株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　 8株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 親会社　3,422千円 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
メディア事
業
（千円）

エンタテインメ
ント事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高及び営業損益       

(1)外部顧客に対する売上高 742,0632,043,46223,9352,809,461 － 2,809,461

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 742,0632,043,46223,9352,809,461 － 2,809,461

営業利益又は

営業損失（△）
△22,704 44,043 1,853 23,192△110,450△87,257

　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
メディア事
業
（千円）

エンタテインメ
ント事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

売上高及び営業損益       

(1)外部顧客に対する売上高 1,459,0904,063,670126,4505,649,212 － 5,649,212

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 1,459,0904,063,670126,4505,649,212 － 5,649,212

営業利益又は

営業損失（△）
△71,066 144,3917,877 81,202△231,824△150,622

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要なサービス等の名称

事業区分は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。

事業区分 主要なサービス

メディア事業 広告、検索連動型広告等

エンタテインメント事業
コミュニティーサービス、オンラインゲーム、音楽コンテンツ配信、インター

ネット接続サービス等

その他事業 Ｅコマース、新規事業等

２．事業区分の変更

　　前第２四半期連結累計期間

　前連結会計年度では、金融サービス事業を区分表示しておりましたが、前連結会計年度末までに金融サー

　ビス事業より撤退いたしましたので、当連結会計年度より当該セグメントはなくなりました。

３．固定資産の減損損失の計上

前第２四半期連結累計期間

　当社は固定資産について減損損失を計上しました。この結果、メディア事業の資産が当第２四半期連結累

　計期間で2,914千円減少、エンタテインメント事業の資産が当第２四半期連結会計期間で5,801千円減少、

　当第２四半期連結累計期間で14,334千円減少しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、サービスの種類別に２つの事業本部を置き、それぞれ事業特性に応じた活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「メディア事業」、「コンシュー

マーサービス事業」の２つを報告セグメントとしております。

「メディア事業」は、ポータルサイト運営をはじめ、様々な情報を提供することでインターネット上のメディ

アとしての活動を展開しております。「コンシューマーサービス事業」は、インターネット接続サービスやコ

ミュニケーションサービス等を提供しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日  至平成22年９月30日）

（単位：千円）

　
 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２メディア事業

コンシューマー

サービス事業
合計 

売上高      

外部顧客への売上高 1,761,8423,199,0114,960,854 － 4,960,854
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 1,761,8423,199,0114,960,854 － 4,960,854

セグメント利益 100,285304,462404,748△481,773△77,024

（注）１.セグメント利益の調整額△481,773千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△481,773千円

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日  至平成22年９月30日）

（単位：千円）

 
 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２メディア事業

コンシューマー

サービス事業
合計 

売上高      

外部顧客への売上高 905,6841,586,6152,492,300 － 2,492,300
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 905,6841,586,6152,492,300 － 2,492,300

セグメント利益 69,771 157,908227,679△236,273 △8,593

（注）１.セグメント利益の調整額△236,276千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△236,276千円

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　記載すべき事項はありません。

　

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　記載すべき事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

　　ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費　94千円

　 

（資産除去債務関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　記載すべき事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 72,496.58円 １株当たり純資産額 74,190.82円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △3,826.73円 １株当たり四半期純損失金額（△） △1,635.18円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純損失（△）（千円） △238,033 △102,039

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △238,033 △102,039

期中平均株式数（株） 62,202.98 62,402.63

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

────── ──────
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △2,112.80円 １株当たり四半期純利益金額 294.83円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
293.25円

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額　
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △131,628 18,404

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△131,628 18,404

期中平均株式数（株） 62,300.35 62,423.13

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　 　

　四半期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） － 335.53

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

────── ──────

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　記載すべき事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月12日

エキサイト株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　満夫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　一樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエキサイト株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エキサイト株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月12日

エキサイト株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　満夫　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　一樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエキサイト株式会社

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エキサイト株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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